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　このパンフレットは、「令和5年度税制改正の大綱」（令和4年12月23日閣議
決定）及び「所得税法等の一部を改正する法律案」（令和5年2月3日閣議決定）の
内容を分かりやすくまとめたものです。法律が成立する前の内容であることに
ご留意ください。
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　令和5年度税制改正（案）では、家計の資産を貯蓄から投資へと積極的に振り向け、資産所得倍増につな
げるため、ＮＩＳＡの抜本的拡充・恒久化を行うとともに、スタートアップ・エコシステムを抜本的に強化する
ための税制上の措置を講ずることとしています。また、より公平で中立的な税制の実現に向け、極めて高い
水準の所得について最低限の負担を求める措置を設けるほか、国際合意に沿ってグローバル・ミニマム課
税を導入することとしています。資産課税では次世代への早期の資産移転及び資産の再分配機能を確保す
る観点から、資産移転の時期の選択により中立的な税制を構築することとしています。このほか、法人課税
や車体課税の見直し、インボイス制度の円滑な実施に向けた改正なども行うこととしています。
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6 納税環境整備

コラム① （改正の背景について）
コラム② （相続時精算課税制度について）

資産移転の時期の選択により中立的な税制の構築等（案）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P052 資産課税
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【～令和5年】
つみたてNISA

40 万円
20 年間

平成30年（2018年）～令和19年（2037年）

契約に基づき、 定期かつ継続的な方法で投資

年間の投資上限額

非課税保有期間

口座開設可能期間

投資対象商品

投資方法

積立・分散投資に適した一定の公募等株式投資信託
(商品性について内閣総理大臣が

告示で定める要件を満たしたものに限る)

積立・分散投資に適した一定の公募等株式投資信託
(商品性について内閣総理大臣が

告示で定める要件を満たしたものに限る)

一般NISA

120 万円
5 年間

平成26年（2014年）～令和5年（2023年）

上場株式・公募株式投資信託等

制限なし

いずれかを選択

【令和6年以降】
つみたて投資枠

120 万円

制限なし（恒久化）

契約に基づき、 定期かつ継続的な方法で投資 制限なし

年間の投資上限額

非課税保有限度額
（総枠）

口座開設可能期間

投資対象商品

投資方法

成長投資枠

240 万円
制限なし（無期限化）非課税保有期間（※1） 同左

1,200 万円（内数）
1,800 万円　※簿価残高方式で管理（枠の再利用が可能）

同左

現行制度との関係
令和5年末までに現行の一般NISA及びつみたてNISA制度において投資した商品は、

新しい制度の外枠で、 現行制度における非課税措置を適用

上場株式・公募株式投資信託等
※安定的な資産形成につながる投資商品に絞り込む観点から、

高レバレッジ投資信託などを対象から除外

併用可

（※2）

（※3）

［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　］

1 個人所得課税
（１）ＮＩＳＡ制度の抜本的拡充・恒久化（案）
■「資産所得倍増」「貯蓄から投資へ」の観点から、NISA制度について、非課税保有期間を無期限
化するとともに、口座開設可能期間については期限を設けず、恒久的な措置とします。

■一定の投資信託を対象とする長期・積立・分散投資の枠（「つみたて投資枠」）については、年間
投資上限額を120万円に拡充します。

■上場株式への投資が可能な現行の一般ＮＩＳＡの役割を引き継ぐ「成長投資枠」を設けることと
し、「成長投資枠」については、年間投資上限額を240万円に拡充するとともに、「つみたて投資
枠」との併用を可能とします。

■非課税保有限度額を新たに設定した上で、1,800万円とし、「成長投資枠」については、その内数
として1,200万円とします。

（※１）非課税保有期間の無期限化に伴い、現行のつみたてＮＩＳＡと同様、定期的に利用者の住所等を確認し、制
度の適正な運用を担保。

（※２）利用者それぞれの非課税保有限度額については、金融機関から既存の認定クラウドを活用して提出され
た情報を国税庁において管理。

（※３）金融機関による「成長投資枠」を使った回転売買への勧誘行為に対し、金融庁が監督指針を改正し、法令に
基づき監督及びモニタリングを実施。
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【投資時点】 【売却時点】 【スタートアップへの再投資（創業等）】

再投資した分は譲渡益に課税しない
（対象となる譲渡益）
①自己資金による創業：上限20億円
②プレシード・シード期のスタートアップへの投資：上限20億円
※上限を超えた分については、課税の繰延が可能

譲渡益 再投資

（1）投資段階での優遇措置 <現行制度> 再投資した分の譲渡益については課税を繰り延べ

（2）譲渡段階での優遇措置

●上記スタートアップ株式の売却により損失が生じたときは、その年の他の株式譲渡益からその損失額を控除可能。
●さらに、控除しきれなかった損失額は、翌年以降3年間にわたって、繰越控除が可能。

株 

価

すべての
株式

スタートアップ
株式

（2）スタートアップへの再投資に係る非課税措置の創設（案） 
■保有する株式を売却し、①自己資金による創業や②プレシード・シード期のスタートアップ（※）
への再投資を行う際に、再投資分については譲渡益に課税を行わない措置を創設します。
（令和５年４月１日以降の再投資について適用）
※プレシード・シード期のスタートアップとは、現行エンジェル税制の対象企業である未上場ベンチャー企業の
うち、①設立５年未満、②前事業年度まで売上が生じていない又は売上が生じているが前事業年度の試験研
究費等が出資金の30％超、③営業損益がマイナス、等という状況であることを指します。　

■併せて、上記（１）（２）の措置につき、以下の要件の緩和を行います。（令和５年４月１日以降の再
投資について適用）

　①自己資金による創業：同族要件を満たせない場合であっても、事業実態（販管費対出資金比
率30％超要件等）が認められれば適用が受けられるようにする

　②プレシード・シード期のスタートアップへの投資：外部資本要件を1/6以上から1/20以上に引下げ
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【イメージ】

22.5％

15％

（所得税負担率）

※令和2年分の申告データを用いて機械的に試算

（合計所得金額）

特別控除額
（3.3億円）

約30億円
（追加負担が生じる平均的な所得水準）

【措置の内容】

① 通常の所得税額
②（合計所得金額※ ー 特別控除額（3.3億円））×22.5%

②が①を上回る場合に限り、
差額分を申告納税

※株式の譲渡所得のみならず、土地建物の譲渡所得や給与・事業所得、 その他の各種所得を合算した金額。
※スタートアップ再投資やNISA関連の非課税所得は対象外であるほか、政策的な観点から設けられている
特別控除後の金額。

（３）極めて高い水準の所得に対する負担の適正化（案）
■税負担の公平性の観点から、極めて高い水準の所得に対する負担の適正化のための措置を設
けます。（令和７年分の所得から適用）

（４）特定非常災害に係る損失の繰越控除の見直し（案）
■特定非常災害による【住宅・家財等の損失】について、１年間で控除しきれない損失額（雑損失の
金額）の繰越控除期間を現行の３年間から５年間へと延長します。　

■特定非常災害による【純損失】につき、以下の場合には、次の損失額について繰越控除期間を現
行の３年間から５年間へと延長します。

　①保有する事業用資産等のうち、特定非常災害に指定された災害により生じた損失（特定被災
事業用資産の損失）の割合が10％以上である場合、

　・青色申告者についてはその年に発生した純損失の総額
　・白色申告者については被災事業用資産の損失の金額と変動所得に係る損失の金額の合計額

　②特定被災事業用資産の損失の割合が10％未満の場合には、特定被災事業用資産の損失によ
る純損失の金額

※純損失：不動産所得、事業所得、譲渡所得及び山林所得の金額の計算上生じた損失（総収入金額から必要経
費（災害による事業用資産の損失を含む）を引いたもの）の金額のうち、損益通算をしてもなお控除しきれ
ない部分の金額
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＜贈与税と相続税の関係＞

相続時精算課税 暦年課税

○贈与時に、軽減・簡素化された贈与税を納付
（累積贈与額2,500万円までは非課税、
2,500万円を超えた部分に一律20%課税）。
※暦年課税のような基礎控除は無し。
※財産の評価は贈与時点での時価で固定。

○相続時には、累積贈与額を相続財産に加算して相続
税を課税（納付済みの贈与税は税額控除・還付）。

○暦年ごとに贈与額に対し累進税率を適用。
基礎控除110万円。

○ただし、相続時には、死亡前3年以内の贈与額を相続
財産に加算して相続税を課税（納付済みの贈与税は
税額控除）。

・加算期間を7年間に延長
・延長4年間に受けた贈与については総額100万円
まで相続財産に加算しない

現 

行

改
正
案

選択前の贈与
（暦年単位で課税）

相続
精算課税選択後の贈与

精算課税を選択
相続
財産

それ以前の贈与
（暦年単位で課税）

相続
死亡前3年以内の贈与

相続
財産

に相続税を課税に相続税を一体的に課税

それ以前の贈与
（暦年単位で課税）

相続
延長4年間
の贈与

死亡前3年以内
の贈与

相続
財産

に相続税を課税

・毎年、110万円まで課税しない
（暦年課税の基礎控除とは別途措置）
・土地・建物が災害で一定以上の被害を受けた場合
は相続時に再計算

選択前の贈与
（暦年単位で課税）

相続
精算課税選択後の贈与

精算課税を選択
相続
財産

に相続税を一体的に課税

※暦年課税との選択制

2 資産課税
資産移転の時期の選択により中立的な税制の構築等（案）
■相続時精算課税制度について、現行の暦年課税の基礎控除とは別途、110万円の基礎控除を創
設するとともに、相続時精算課税で贈与を受けた土地・建物が災害により一定以上の被害を受
けた場合に相続時にその課税価格を再計算する見直しを行います。

■暦年課税において贈与を受けた財産を相続財産に加算する期間を相続開始前３年間から７年間
に延長し、延長した４年間に受けた贈与のうち総額100万円までは相続財産に加算しない見直
しを行います。

※上記見直しは、令和６年１月１日以後に受けた贈与について適用されます。

■教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置について、節税的な利用につながらないよう所
要の見直しを行った上で、適用期限を３年延長します。　　

■結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置について、節税的な利用につながらな
いよう所要の見直しを行った上で、適用期限を２年延長します。
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贈与税

相続税

〈備考〉横軸において、贈与税は｢課税価格（取得財産ー基礎控除額）」を、相続税は「各法定相続人の法定相続分相当額(課税遺産総額を法定相続分
で按分した額)」を指します。

例：相続する財産が4,000万円の場合（限界税率20%）、財産を1,000万円
に分割しても､ 贈与税の限界税率は30%となり、 相続税よりも高い税率
に直面。このため、生前にまとまった財産を贈与しにくくなっています。

例：相続する財産が6億円超の場合（限界税率55%）、 財産を4,500万円以下に分割して
贈与すると相続税よりも低い税率が適用されます。

コラム②（相続時精算課税制度について）

○贈与税は、相続税の累進回避を防止する観点から、相続税よりも高い税率構造となっています。
○実際、相続税がかからない方や相続税がかかる方であってもその多くの方にとっては、相続税の
税率よりも贈与税の税率の方が高いため、若年層への資産移転が進みにくくなっています。

○他方､相続税がかかる方の中でも相続財産の多いごく一部の方にとっては、相続税の税率よりも
贈与税の税率の方が低いため、 財産を分割して贈与する場合､ 相続税よりも低い税率が適用さ
れます。

⇒生前贈与でも相続でもニーズに即した資産移転が行われるよう、 相続･贈与に係る税負担を一定
にしていくため、「資産移転の時期の選択により中立的な税制」を構築していく必要があります。

コラム①（改正の背景について）

〈
参
考
〉

暦年課税
の場合 納付税額 1,036万円 無税  1,036万円

0 円

【合計納税額】

特別控除
2,500万円

20%課税

4,390万円
＜ 4,800万円　
    （基礎控除）

・無税
・贈与時の納付
　税額78万円
　は還付

納付税額
78万円

基礎控除後の累積贈与額
2,890万円

基礎控除後の
累積贈与額
2,890万円

相続財産
1,500万円

贈与額
3,000万円

2,890万円

基礎控除:110万円

○次世代への早期の資産移転及びその有効活用を通じた経済社会の活性化の観点から、平成15年
度に導入されました。

○暦年課税との選択制です。

（注1）相続時精算課税を選択できる場合　贈与者:60歳以上の者 受贈者:18歳以上の推定相続人及び孫
（注2）相続時精算課税を選択した場合、その特定贈与者からの贈与について、暦年課税の基礎控除（毎年110万円）の適用は受けられない。

《計算例》3,000万円生前贈与し、1,500万円を遺産として残す場合（法定相続人が配偶者と子2人の場合）

【贈与時】 【相続時】
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改正案

＜控除率カーブ＞

改正案

＜控除上限の変動＞

-12％ -4％ 4％ 12％

20％

25％

30％

現行

（控除上限）

（増減試験研究費割合）

8.5％

-30％

2％
1％

0％ 30％

現行

14％（控除率）

（増減試験研究費割合）

多様なファンド ※ファンドに対する認定を不要に

出資

より幅広いスタートアップ企業が対象

スタートアップ

出資

スタートアップ

出資

スタートアップ

【共同研究 委託研究の対象となる研究開発型ベンチャー企業の定義】

3 法人課税
（１）研究開発税制の見直し（案）
■研究開発費の増加インセンティブを更に強化するため、試験研究費の増減に応じた税額控除率
のカーブを見直します。

■税額控除上限に到達した企業に対してもインセンティブ強化となるよう、試験研究費の増減に
応じて、税額控除の上限も変動させる制度を新たに導入します。

■ビッグデータやAI等を活用した「サービス開発」に係る試験研究費については、サービス開発に
当たりビッグデータを新たに収集すること等が要件となっていましたが、新たなサービス開発
を促すため、既存のビッグデータを活用する場合も研究開発税制の対象とします。

■幅広いスタートアップ企業との共同研究・委託研究を促すため、オープンイノベーション型の
「研究開発型スタートアップ企業」の範囲を大幅に拡大します。

＜改正案＞
①未上場の株式会社（他の会社の子会社ではない）
②設立15年未満（10年以上の場合は営業赤字であること）
③売上高研究開発費比率10%以上
④ベンチャーファンド（注）又は研究開発法人の出資先
※上記を全て満たすスタートアップ企業に対して、 経済産業省より
証明書を発行する。

（注）ベンチャーファンド:スタートアップに対する投資を目的とする投資事業有限
責任組合

＜現行制度＞
①産業競争力強化法により経済産業
大臣が認定したベンチャーファンド
から出資を受けたベンチャー企業

②研究開発法人・大学発ベンチャー企
業で一定の要件を満たすもの
A）認定国立大学ファンドまたは研
究開発法人が出資

B）役員が研究開発法人・大学等の
職を有している

等
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※取得価額5億円以上
　総議決権の50%超を取得した場合が対象

事業会社 スタート
アップ

成長投資

（研究開発）　設備投資

M&A（既存株式取得）
事業成長
（売上高）

5年以内に「成長要件」を満たした場合
減税メリットがその後も継続

株式取得価額の
25%を所得控除

要件を満たさなかった場合や、
譲渡・減損時は減税メリット消滅

＜5年以内の成長要件のイメージ＞

※5年以内に売上1.7倍以上等

※5年以内に研究開発費1.9倍以上等

※5年以内に研究開発費2.4倍以上等5年間M&A時点

売上
売上増加型
売上が増加するフェーズ

成長投資型
売上はまだあまり増加していないが、研究開発・設備投資が旺盛
なフェーズ

研究開発特化型
営業赤字だが､ 極めて旺盛な研究開発を行っているフェーズ

（2）企業による先導的人材投資に係る税制措置（案）
■企業の成長を先導する人材の創出を後押しするため、以下の措置を講じます。

　①企業による学校教育における企業先導人材の育成（案）
　・大学や高等専門学校、一定の専門学校を設置する学校法人の設立費用として企業が支出す

る寄附金について、個別の審査を受けなくても全額損金算入が可能となる枠組みを設け、早
期に寄附金の募集を可能とし、スピード感を持って学校経営を進めるための一助とします。

　②企業による先導的研究開発人材の活用・育成（案）
　・高度な研究人材への投資を促し、国際競争に資するハイレベルでオープンなイノベーション

を促進する観点から、博士号取得者や、一定の経験を有する研究人材を外部から雇用するこ
とに対し、研究開発税制における優遇措置を創設します。

　・具体的には、これらの人材の人件費を対象とする新たな類型をオープンイノベーション型に
設け、一般の試験研究費よりも高い税額控除率（20％）と、別に計上される税額控除上限
（10%）の適用を可能とします。

　③企業によるデジタル推進人材の育成（案）
　・企業がDXを進めて行く上で不可欠なデジタル人材の育成・確保を促すため、ＤＸ投資促進税

制において、人材育成・確保等に関連する事項を要件化する等の見直しを行います。

（3）オープンイノベーション促進税制の見直し（案）
■既存企業によるスタートアップ企業のＭ＆Ａを後押しする観点から、既存株式を取得した場合に
も、オープンイノベーション促進税制の適用を可能とします。

■その際、Ｍ＆Ａから５年以内に「成長要件」を満たした場合は減税メリットがその後も継続する仕
組みとし、スタートアップ企業の急速な規模拡大や、成長投資の後押しを図ります。
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インボイス
以外の書類

－ ＝仕入 150万円
（税 15万円）

※通信交通費、 会議費、 PC購入等

▲41万円

▲21万円

税負担を軽減

〔本則課税〕〔本則課税〕

－ ＝みなし仕入 350万円
（税 35万円）

※売上税額 70万円×50％

納税 14万円

〔簡易課税（5種）〕〔簡易課税（5種）〕

納税額を売上税額の２割に軽減
※売上税額 70万円×2割

（小規模事業者）

売上 700万円
  （税 70万円）

小規模事業者に対する
負担軽減措置（案）

納税 55万円

納税 35万円

Receipt

請求書
Receipt

仕分け
不要！

レシート

軽減ポイント
36

見直し案：値引き等が少額（1万円未満）である場合、
　　　　　返還インボイスの交付を不要とする

返還インボイスの交付義務

振込手数料などを差し引いて支払い

買
手

売
手

【イメージ】

インボイス
請求書

レシート

軽減ポイント
36

4 消費課税

③少額な返還インボイスの交付義務の見直し（案）
■事業者の実務に配慮して事務
負担を軽減する観点から、少
額な値引き等（１万円未満）に
ついては、返還インボイスの
交付を不要とします。

（１）インボイス制度の円滑な実施に向けた所要の措置（案）
①小規模事業者に対する納税額に係る負担軽減措置（案）
■免税事業者がインボイス発行事業者を選択した場合の負担軽減を図るため、納税額を売上税
額の２割に軽減する激変緩和措置を３年間講ずることとします。

■これにより、業種にかかわらず、売上・収入を把握するだけで消費税の申告が可能となることか
ら、簡易課税を選択する場合より、事務負担も大幅に軽減されることとなります。
※免税事業者がインボイス発行事業者となったこと等により事業者免税点制度の適用を受けられないこととな
る者を対象とし、インボイス制度の開始から令和８年９月３０日の属する課税期間まで適用できることとします。

※負担軽減措置の適用に当たっては、事前の届け出を求めず、申告時に選択適用できることとします。

②一定規模以下の事業者に対する事務負担の軽減措置（案）
■インボイス制度の実施にともなう、事務負担を軽減する観点から、基準期間（前々年・前々事業
年度）における課税売上高が１億円以下である事業者については、インボイス制度の施行から
６年間、１万円未満の課税仕入れについて、インボイスの保存がなくとも帳簿のみで仕入税額
控除を可能とします。 
※基準期間における課税売上高が１億円超であったとしても、
前年又は前事業年度開始の日以後６か月の期間の課税売
上高が5,000万円以下である場合は、特例の対象とします。



10

現行
（R3.5.1～R5.4.30）車種 減免

区分
2回
免税 達成度要件なしEV・FCV・

PHV・CNG
2回
免税

▲50％
軽減

2030基準 120%達成～

免税

本則税率

〞 　90%達成～

〞 　75%達成～

▲25％
軽減 〞 　60%達成～

ガソリン車・
LPG車・

ディーゼル車

据置期間
（R5.5.1～R5.12.31）

基準切上げ（～2年目）
（R6.1.1～R7.4.30）

2030基準 80%達成～

〞 　70%達成～

基準切上げ（3年目）
（R7.5.1～R8.4.30）

2030基準 125%達成～

〞 100%達成～

〞 　90%達成～

〞 　75%達成～

〞 　80%達成～

（2）自動車重量税のエコカー減税の見直し（案）
■エコカー減税については、新型コロナウイルス感染症等を背景とした半導体不足等の状況を踏
まえ、現行制度を2023年末まで据え置きます。　

■据置期間後は、「2035年の乗用車新車販売に占める電動車の割合を100％」とすることを目指
す政府目標と整合的な形に見直す観点から、制度の対象となる2030年度燃費基準（以下2030
基準）の達成度の下限を３年間で段階的に80％まで引き上げます。　

■３年目に制度の対象外となる2030基準75%～80%達成車について、激変緩和の観点から、
１年間に限り本則税率の適用対象とする経過措置を設けます。

■電気自動車等は、その普及を促す観点から、構造要件を維持した上で引き続き２回免税の対象と
します。　

（3）承認酒類製造者に対する酒税の税率の特例措置の創設（案）
■酒税の保全のために酒類業の健全な発達に資する取組を適正かつ確実に行うことについて承
認を受けた酒類製造者に係る一定の酒類について、製造規模に応じて酒税を軽減する措置を講
じます。あわせて、現行の中小事業者の酒税の特例措置は廃止し、新たな特例措置への移行に
伴う激変緩和のための経過措置を講じます。

（参考）自動車税・軽自動車税の環境性能割の税率区分の見直し及び種別割の
グリーン化特例の延長（案）

■環境性能割についても、半導体不足等の状況を踏まえ、現行の税率区分を2023年末まで据え
置きます。据置期間後は、電動車の一層の普及促進を図る観点等から、各税率区分における燃
費基準達成度を３年間で段階的に引き上げます。

■種別割のグリーン化特例について、適用期限を３年延長します。

▶インボイス制度の支援措置等についてはこちらから。

補助金の申請や登録申請
手続きの柔軟化についても

紹介しているよ！
財務省HP



11

●2015年の「BEPS最終報告書」において、経済のデジタ
ル化に伴う課税上の課題（法人課税）について、作業を進
めることに合意。
※ BEPS：Base Erosion and Profit Shifting（税源浸食と利益移転）

●OECD/G20の「BEPS包摂的枠組み」（現在は約140か国･
地域が参加）において議論が進められ、2021年10月8日、
2つの柱による解決策に合意。

●第1の柱（市場国への新たな課税権の配分）：
　2023年前半に多国間条約の署名、
　2024年に多国間条約の発効が目標。
　（※）条約の承認に加え、各国国内法の改正も必要。

●第2の柱（グローバル・ミニマム課税）：
　2022年に各国国内法改正、
　2023年（一部は2024年）の実施が目標。

●市場国に物理的拠点（PE:Permanent 
Establishment）を置かずにビジネス
を行う企業の増加
▶現在の国際課税原則では、国内に外国企業
の支店等のPEがある場合にのみ、そのPE
の事業から生じた所得へ課税できるため、
市場国で課税が行えない問題が顕在化｡

●低い法人税率や優遇税制によって外国企
業を誘致する動き
▶法人税の継続的な引下げにより各国の法
人税収基盤が弱体化。

▶税制面において企業間の公平な競争条件
を阻害。

課 題

[グローバル・ミニマム課税の概要]

15％未満
の軽課税
の場合　

所得合算ルール（IIR）

令和5年度改正を予定 ≪日本（通常の税率）≫ ≪ X 国 ≫

子会社等の税負担が
最低税率（15%）に至るまで課税

同一グループ関連企業

同一グループ関連企業

同一グループ関連企業

日本
税務当局
日本
税務当局

日本
税務当局
日本
税務当局

親会社親会社
子会社等子会社等

子会社等子会社等 15％未満
の軽課税
の場合　

軽課税所得ルール（UTPR）

親会社等の税負担が
最低税率（15%）に至るまで課税

日本
税務当局
日本
税務当局
日本
税務当局

親会社等
関連企業
親会社等
関連企業

国内ミニマム課税（QDMTT）

自国に所在する事業体の税負担が
最低税率（15%）に至るまで課税

X国
税務当局

X国
税務当局

※日本でQDMTTが課税された場合、
　IIR・UTPRの課税は行われない。
××

15％未満の軽課税の場合

コラム③（新たな国際課税ルールについて）

5 国際課税
グローバル・ミニマム課税への対応（案）
■2021年10月にＯＥＣＤ/Ｇ２０の「ＢＥＰＳ包摂的枠組み」において国際的に合意されたグローバ
ル・ミニマム課税（※1）の導入に向けて、所得合算ルール（IIR）に係る法制化を行います。　
※1  年間総収入金額が7.5億ユーロ（約1,100億円）以上の多国籍企業を対象に、一定の適用除外を除く所

得について各国ごとに最低税率15％以上の課税を確保する仕組み。
※2  軽課税所得ルール（UTPR）及び国内ミニマム課税（QDMTT）については、令和６年度改正以降の法制

化を検討します。

■グローバル・ミニマム課税の導入により追加的な事務負担が生じること等を踏まえ、外国子会社
合算税制（CFC税制）について、①特定外国関係会社（ペーパーカンパニー等）の適用免除要件で
ある租税負担割合の引下げ（30%→27%）、②書類添付義務の緩和等の措置を講じます。
※外国子会社合算税制は、国際ルール上も、グローバル・ミニマム課税と並存する仕組みとされています。

ＯＥＣＤ/Ｇ２０では、以下の課題に対応するため、新たな国際課税のルールについて
議論が進められています。
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見直し案現行

○過少申告加算税の軽減
措置の対象となる優良
な電子帳簿の範囲につ
いては「仕訳帳、総勘定
元帳その他必要な帳簿
（全て）」とされている。

○「その他必要な帳簿」について、申告に直接結びつきやすい経理誤り全体を是正しやすく
するかという観点から、帳簿の範囲を合理化・明確化。

＜対象となる帳簿の具体例＞
・売上帳、仕入帳、経費帳（賃金台帳を除く。）、売掛帳、買掛帳 （注）所得税の場合は、賃金台帳も対象となる。
・受取手形記入帳、支払手形記入帳、貸付帳、借入帳、有価証券受払い簿
・固定資産台帳、繰延資産台帳　等

現行 見直し案

○保存要件に従って、電子取引データを保存しなけれ
ばならないことが原則だが、令和５年12月31日ま
でに電子取引を行う場合には、事実上、電子取引
データを出力することにより作成した出力書面の提
示・提出の求めに応じることができるようにしておく
ことをもって、その電子取引データの保存に代える
ことができる。（経過措置）

○現行の経過措置は、適用期限（令和５年12月31日）の到来を
もって廃止。

○相当の理由があると認める場合（事前手続不要）、その電子取引
データの出力書面の提示・提出の求め及びその電子取引データ
のダウンロードの求めに応じることができるようにしておけば、
保存要件を不要として、電子取引データの保存を可能とする。

［現行］
・解像度（200dpi以上）
・階調（256階調）　・大きさ

保存する情報

【見直し案①】 不要 【見直し案②】 保存不要
【見直し案③】 

相互関係性を求める書類を重要書類に限定

（読み取り）

画像
データ

相互関係性 国税関係
帳簿

［現行］全ての保存書類と帳簿との
相互関連性が必要

［現行］入力を行う者等の情報を確認
できるようにしておくこと

領収書等

6 納税環境整備
（１）電子帳簿等保存制度の見直し（案）
■電子取引の取引情報に係る電磁的記録（電子取引データ）の保存制度については、原則として
保存要件（注）に従って、電子取引データを保存しなければならないこととされています。
今回の見直しにおいて、電子取引データを保存要件（注）に従って保存をすることができなかった
ことにつき相当の理由がある事業者等に対する新たな猶予措置を講じます。
（注）具体的な「保存要件」については、「改ざん防止の要件（タイムスタンプ等）」、「検索機能の確保の要件」、「見読可能装置の備付けの

要件」等があります。

■優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減措置（注）の対象帳簿（所得税・法人税）の範囲につ
いて、以下の合理化・明確化を行います。
（注）対象帳簿について、優良な電子帳簿の要件（訂正・削除・追加の履歴（トレーサビリティ）確保の要件、各帳簿間の相互関連性の確保

の要件、検索機能の確保の要件）を満たして保存等がされた場合において、帳簿に記録された事項に関し申告漏れがあったときは、
その申告漏れに課される過少申告加算税を５％軽減する制度です。

※令和６年１月１日以後に法定申告期限等が到来する国税について適用されます。

■スキャナ保存制度について、制度の利用促進を図る観点から、以下のとおり更なる要件の緩和
措置を講じます。
　①記録事項の入力を行う者等の情報を確認できるようにしておくことを不要とします。
　②スキャナで読み取った際の情報（解像度・階調・大きさ）の保存を不要とします。
　③帳簿との相互関連性を求める書類を重要書類に限定します。
※重要書類：資金や物の移動に直結・連動する書類（契約書、領収書、請求書等）

※１  上記のほか、検索機能の確保の要件について緩和措置を講じます。　
※２  令和６年１月１日以後に行う電子取引について適用されます。

※令和６年１月１日以後に保存が行われる国税関係書類について適用されます。
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300万円超50万円超～300万円以下納税額

同 上

15％

同 上 30％（※１）

20％現 行

見直し案

50万円以下

税務調査（×１～×３年分の国税）

【現行】
《無申告の場合》無申告加算税 ⇒ 20％（15%）
※（ ）内は納税額（増差税額）が50万円以下の部分

《仮装・隠蔽の場合》重加算税（無申告）⇒ 40％

【見直し案】
《無申告の場合》無申告加算税 ⇒ 30％（25%）
※（ ）内は納税額（増差税額）が50万円以下の部分

《仮装・隠蔽の場合》重加算税（無申告）⇒ 50％

× １年 × 2年 × 3年

無申告 無申告 無申告
※繰り返し無申告行為

10％加重

50万円 15％

250万円 20％

200万円 30％

見直し案のイメージ（納税額が500万円のケース）

（納税額：500万円）

50万円 15％

（納税額：500万円）

450万円

【現行】

20％

【見直し案】

（2）課税・徴収関係の整備・適正化（案）
■社会通念に照らして申告義務を認識していなかったとは言い難い規模の高額無申告について、
納税額（増差税額）が300万円を超える部分のペナルティとして無申告加算税の割合を30％に
引き上げることとします。

※1  納税者の責めに帰すべき事由がないと認められる事実に基づく税額（例えば、相続税事案で、本人に帰責
性がないと認められる事実に基づく税額（相続人が一定の確認をしたにもかかわらず、他の相続人の財産
が事後的に発覚した場合において、その相続財産について課される税額））については、上記の300万円超
の判定に当たっては除外されます。

※2  令和６年１月１日以後に法定申告期限が到来する国税について適用されます。

※1  過去５年以内に無申告加算税等を課された者が再び「無申告又は仮装・隠蔽」に基づく修正申告書の提出
等を行った場合に課される無申告加算税等の加重措置のいずれかが適用されます。

※2  上記の割合は、いずれも更正・決定予知後の現行の加算税を前提とするものです。
※3  令和６年１月１日以後に法定申告期限が到来する国税について適用されます。

■繰り返し行われる悪質な無申告行為を未然に抑止し、自主的に申告を促し、納税コンプライアン
スを高める観点から、前年度及び前々年度の国税について、無申告加算税（注）又は重加算税（無
申告）を課される者が行う更なる無申告行為に対して課される無申告加算税（注）又は重加算税
（無申告）を10％加重する措置を講じます。
（注）調査通知前、かつ、更正・決定予知前の無申告加算税は除かれます。
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（参考）令和5年度の税制改正（内国税関係）による増減収見込額
（単位：億円）

※1 上記の計数は、10億円未満を四捨五入している。
※2 原子力発電施設解体準備金制度の廃止による増収見込額は130億円（1年当たり）であるが、この準備金制

度の廃止と併せて創設される、使用済燃料再処理・廃炉推進機構（仮称）への廃炉拠出金（仮称）については、
法人税法上、損金算入されることとなる。

※3 5年度改正における自動車重量税のエコカー減税の見直しによる増収見込額は平年度350億円、初年度20
億円（特別会計分を含む）。他方、3年度から5年度にかけて追加的に発生したエコカー減税制度による減収
見込額は▲110億円程度（特別会計分を含む）。

※4 ダイレクト納付の利便性の向上によって、令和5年度に帰属する予定であった法人税額の一部（20億円）及
び消費税額の一部（30億円）が、納付時期のずれにより、令和6年度税収に帰属することとなる。

改 正 事 項 平年度 初年度

合   計

1.個人所得課税
   NISAの抜本的拡充・恒久化

2.資産課税
   資産移転の時期の選択により中立的な税制の構築

3.法人課税
  （1）オープンイノベーション促進税制の拡充
  （2）研究開発税制の見直し
  （3）その他の租税特別措置の見直し

       法人課税　計

4.消費課税
  （1）承認酒類製造者に対する酒税の税率の特例措置の創設等
  （2）航空機燃料税の税率の見直し

       消費課税　計
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令和５年度税制改正について詳しく知りたい方へ

（参考）税に対する理解を深めるための取組

【令和5年度税制改正の大綱】
 https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2023/20221223taikou.pdf

【令和5年度税制改正の大綱の概要】
 https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2023/05taikou_gaiyou.pdf

【所得税法等の一部を改正する法律案】
 https://www.mof.go.jp/about_mof/bills/211diet/index.htm

https://www.mof.go.jp
または 財務省 検索で

税制（国の税金のしくみ） をクリック

→税制ホームページへ

　財務省では、国民の皆さまが社会を支える税のあり方について主体的に考え、納得感を持つことがで
きるよう、財政の現状や税の意義・役割等に関する広報を積極的に行っております。

税制ホームページ

税制改正の内容、
各種税制の
資料（図解）などを
ご覧いただけます。

　税の意義や各税の仕組みなどについて、分かりやすくまと
めたパンフレット。電子書籍化（Kindle、楽天kobo）し、無料で
配信も行っています。
　また、財務省YouTubeチャンネルで動画も公開しています。

≪もっと知りたい税のこと（令和４年６月）≫

　税金の役割について、うんこ先生がクイズ形式で解説。楽しみ
ながら税金について学ぶことができます。

≪財務省主税局×うんこドリル≫

　メルマガでは、税制の最新動向だけでなく、主税局職員によるコラムな
どのユニークなコンテンツを配信しています。ぜひご登録ください。

≪税制メールマガジン≫

メルマガ登録は
コチラから

各パンフレットの送付を希望される方には、国内に限り無料でお届けしています。


